
【機密性２】
地域における移動手段の確保に向けて～自家用有償旅客運送の活用～

移動手段を提供する体制

○ 地域の交通事業者による輸送サービスの提供が困難な場合に、農業協同組合（JA）、商工会、RMO、観光協会
等の多様な主体の協力を得て、地域における移動手段を確保する仕組み（自家用有償旅客運送制度）の活用が
考えられます。

（運送主体） 市町村、NPO法人、一般社団法人（観光協会等）、農業協同組合、商工会、RMO 等
（※）自ら運送主体となるのではなく、車両や運転手等を運送主体に提供することにより、運送に協力・参画することが可能です！同様のス

キームで、株式会社等（日本郵便、宿泊施設等）も協力・参画が可能です！
（使用車両） 自家用車（白ナンバー）
（ドライバー） 第１種運転免許の保有、大臣認定講習の受講等（講習時間は130分（交通空白地有償の場合））

運送の対価
タクシーの約８割を目安に、運賃の収受が可能です。

登録要件
① 安全体制を確保すること（運行管理・整備管理の責任者の選任等）。
② 自治体が主催する地域公共交通会議において、地域の関係者（※）における協議が調うこと。

（※）地域住民、地方公共団体、NPO、バス・タクシー事業者、事業者団体等

活用可能な支援措置
○共創・MaaSプロジェクト※1｜補助率500万円まで定額、500万円を超える分は２／３ 等
○デジタル田園都市国家構想交付金※2 ｜補助率１／２ 等

（※1） 自家用有償運送の運送に際し、官民共創、交通事業者間共創、他分野共創により取り組む場合
（※2） デジタルの活用が前提。公募期限に留意が必要（最も早いType1は２月15日が実施計画の提出締切）。

運送主体

自治体に対して、各組織が
車両やドライバーを提供する

対価の支払い 利用者
運送の依頼＋対価の支払い

各組織
利用者

運送の依頼＋対価の支払い

＜① 運送主体となるケース＞ ＜② 車両や運転手等の提供により運送に協力・参画するケース＞

移動手段の提供



地域における移動手段の確保に向けた案件形成 お問い合わせ先

機関名 担当課 電話番号

北海道運輸局 交通政策部交通企画課 ０１１－２９０－２７２１

東北運輸局 交通政策部交通企画課 ０２２－７９１－７５０７

関東運輸局 交通政策部交通企画課 ０４５－２１１－７２０９

北陸信越運輸局 交通政策部交通企画課 ０２５－２８５－９１５１

中部運輸局 交通政策部交通企画課 ０５２－９５２－８００６

近畿運輸局 交通政策部交通企画課 ０６－６９４９－６４０９

中国運輸局 交通政策部交通企画課 ０８２－２２８－３４９５

四国運輸局 交通政策部交通企画課 ０８７－８０２－６７２５

九州運輸局 交通政策部交通企画課 ０９２－４７２－２３１５

沖縄総合事務局 運輸部企画室 ０９８－８６６－１８１２



「共創・MaaS実証プロジェクト」（令和６年度）について

デジタル技術等も活用し、官民共創（自治体・交通事業者間の連携・協働）、交通事業者間
共創（複数事業者・モード間の連携・協働）、他分野共創（医療・教育・エネルギーなど交通以外の
分野との垣根を越えた連携・協働）により取り組む事業※や共創を支える仕組みづくりを支援

１.共創モデル実証運行事業

２.モビリティ人材育成事業

交通を地域のくらしと一体として捉え、地域の多様な関係者が連携して行う「共創型交通」のプロジェクトのほか、
地域の公共交通のリ・デザインを加速化する「モビリティ支援人材の育成・確保」や「地域交通DXの推進」を支援。

＜補助率・補助上限額＞

【R5年度事業の例】 ※全国で77事業を支援
・沿線施設からの広告宣伝費・協賛金など運賃以外の収入確保による地域内経済循環
・介護予防プログラムの一環として公共交通を利用した外出を促進（介護予防財源の活用）
・福祉送迎・買い物支援・貨客混載を一体的に提供するAIオンデマンド交通の実証運行 等

【R5年度事業の例】 ※全国で77事業を支援
・沿線施設からの広告宣伝費・協賛金など運賃以外の収入確保による地域内経済循環
・介護予防プログラムの一環として公共交通を利用した外出を促進（介護予防財源の活用）
・福祉送迎・買い物支援・貨客混載を一体的に提供するAIオンデマンド交通の実証運行 等

地域公共交通のリ・デザインを推進するため、モビリティ人材（地域交通と他分野の連携を推進するコーディネート人材、地域交通のマネジメン
ト人材、デジタル活用等により地域交通を支援する人材など）の育成に関する仕組みの構築や運営を行う事業に対する支援
３.日本版MaaS推進・支援事業 ※旧：新モビリティサービス推進事業

複数の交通モードにおけるサービスを１つのサービスとして、デジタルを活用して提供したうえで、データの連携・利活用等により、
地域が抱える様々な課題の解決に取り組む事業に対する支援

C 大都市など
【三大都市圏の政令指定都市】

A 中小都市、過疎地など
【人口10万人未満の自治体】

B 地方中心都市など
【人口10万人以上の自治体】

500万円まで定額、500万円超部分は２／３
（上限１億円）

※「２．モビリティ支援人材育成事業」については、定額（上限3,000万円）

２／３
（上限１億円）

１／２
（上限１億円）

＜公募期間＞ 令和６年２月下旬以降 【採択時期：１次採択（４月下旬）、２次採択（６月以降）】
（予定） ※日本版MaaS推進・支援事業は令和６年４月上旬以降

※運行（次年度に運行する場合や既存運行を活用する場合を含む）を伴う実証事業が対象となります。

応募にあたっては、自治体又は運輸局の
推薦を受けていることが要件となります

医療・介護・福祉
×交通

こども・子育て
×交通

教育・スポーツ・文化
×交通

商業・農業
×交通

宅配・物流
×交通

エネルギー・環境
×交通

地域・移住
×交通

金融・保険
×交通

観光・まちづくり
×交通



デジタル実装タイプ1/2/3等：制度概要
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